
 

お客様起点の価値創造

中期計画導入以前

お客様起点の価値創造を徹底
日本の高度経済成長と歩調を合わせて、

商品カテゴリーを拡大

～1990年代

グループ理念の
実現へ

「食で健康」
クオリティ企業への変革

第五次～第六次中期計画

「３つの責任」すべてにおいて、
「クオリティ企業」への変革をめざす

2015年～

選択と集中

第一次～第四次中期計画

ポートフォリオの考え方を導入
既存事業を成長ドライバー、

収益ドライバーに区分し役割を明確化
「健康」と「海外」を成長テーマに設定

2003年～
 

  
 

 •

「食で健康」クオリティ企業への変革
〈第二章〉

４系列VCへのチャレンジ

第七次中期計画

質の変革とともに成長をめざし
グローバルにプレゼンスのある

クオリティ企業へ

2021年～

第八次～第九次中期計画

グループ理念実現のために
 

・「３つの責任」への取組による
  ステークホルダーへの価値提供
・財務資本政策の強化

グローバルなVC構築で

2024年～

グループ会社が共創して「力」を発揮できる
VC体制を構築し、

将来に向けさらに成長できる礎を築く

成長をめざす

「食で健康」クオリティ企業への変革
〈第二章〉

中 期 計 画 の 歩 み

・ �国内事業の再編（ミネラルウォーター事業の譲渡、生産拠点の
統廃合、ルウカレー製造ラインの再編等）

・ ハウスウェルネスフーズの設立（2006年）
・ 海外重点3エリア（米国・中国・東南アジア）の設定
・ 持株会社体制へ移行（2013年）
・ ヴォークス・トレーディングをグループ化（2013年）

2003年～ 第一次～第四次中期計画トピックス

・ �壱番屋（2015年）、ギャバン（2016年）、マロニー（2017年）をグ
ループ化

・ GOT（グループ横断取組）の開始
・ コーポレートベンチャーキャピタルファンドの設立（2017年）
・ 乳酸菌事業への参入（2018年）

2015年～ 第五次～第六次中期計画トピックス

・ ハウス食品グループアジアパシフィック社の設立（2022年）
・ �キーストーンナチュラルホールディングス社をグループ化（2022年）
・ 2050年カーボンニュートラル（Scope１、２）を宣言（2022年）
・ ハウスギャバン設立（2023年）
・ 新人事制度（ハウス食品）の導入（2023年）

2021年～ 第七次中期計画トピックス

ハウス食品グループは、中期計画をグループ理念実現の一里塚と位置づけています。
私たちは、時代とともに変容する経営環境に対応すべく、それぞれの変節点において企業戦略と組織体制を変化させてきました。
グローバルなバリューチェーン（VC）構築で成長をめざし、「食で健康」をお届けするクオリティ企業に向けて変革を進めていきます。

17

ハウス食品グループ統合レポート 2025

データ
Section 9

コーポレート・ガバナンス
Section 8

サステナビリティの取組
Section 7

社会に対する責任（環境戦略）
Section 6

社員とその家族に対する責任（人材戦略）
Section 5

お客様に対する責任（事業戦略）
Section 4

To Do - 中期計画の全体像
Section 3

To Beに向けた現在地
Section 2

To Be - ハウス食品グループのありたい姿
Section 1Introduction



第 八 次 中 期 計 画 の 全 体 像
ハウス食品グループの中期計画は、グループ理念、すなわち“To Be”に近づくための行動計画“To Do”として、バックキャストの視点で策定しています。
2025年3月期から開始した八次中計の大テーマは、「『食で健康』クオリティ企業への変革〈第二章〉グローバルなバリューチェーン（VC）構築で成長をめざす」です。
七次中計から引き続き、「『食で健康』クオリティ企業への変革〈第二章〉」というタイトルを置き、八次中計からは「グローバルなVC構築で成長をめざす」というサブタイトルを新たに設定しました。
グループ理念の基盤にもなっている「３つの責任」の考え方のもと、それぞれの“To Do”である行動計画に、グループ全員で取り組んでいます。
財務資本政策の強化も含め、これらの計画を実行することで、グローバルにプレゼンスのあるクオリティ企業をめざしています。

グループ理念　To Be

食を通じて人とつながり、笑顔ある暮らしを
共につくるグッドパートナーをめざします。

「食で健康」クオリティ企業への変革〈第二章〉
グローバルなVC構築で成長をめざす

お客様 
に対する責任

「食で健康」をグローバル
に届けるためVC経営の

実現をめざす

社会 
に対する責任

グローバルな企業活動で
生じる環境負荷は企業の

責任として取り組む

社員とその家族 
に対する責任

多様性を力に変え
クオリティ企業への 
取組を強力に支える

スパイス系 VC 機能性素材系 VC 大豆系 VC 新価値創出
（付加価値野菜系 VC）

財務資本政策

第八次中期計画　To Do

３つの責任とKPI 七次中計実績
（24.3期）

八次中計目標
（27.3期）

九次中計目標
（30.3期）

お客様に対する責任
売上高 2,996億円 3,600億円 4,500億円
ROS 6.5% 7.5％ 8.9％
EBITDAマージン 11.0% 11.4％ 12.7％
ROIC 4.6% 6.0％以上 8.0％以上

社員とその家族に対する責任
主体的なチャレンジ行動
(チャレンジ・公募施策に応募した 
グループ社員の割合)

17.7％ 20％以上 30％以上

組織風土診断結果
(｢多様性受容風土｣・｢チャレンジ促進風土｣
の肯定回答割合)

多様性受容風土
63.1％

チャレンジ促進風土
59.3％

70％以上 75％以上

女性活躍推進
(グループ管理職の女性割合)

12.2% 20％以上 30％以上

社会に対する責任
Scope１、２
(総量、2013年度比）

△27% 
(原単位2013年度比）

△27％ △38％

Scope３
(取組前比）

△26,483t 
(取組前比）

△5,000t —

廃棄物
(売上原単位、2021年度比)

△1.8%※ 
(国内生産拠点、 

原単位2019年度比）
△25％ —

副産物
（再資源化率）

— 99.5％ 100%

プラスチック
(日本国内製品の容器包装、化石資源由来、
2018年度比)

— △8.5％ —

水
(対象拠点：生産拠点における 
“水枯渇リスク地域”)

— 節水対策の実施 —

■　　全体像 ■　　「３つの責任」KPI

※廃棄物等総排出量
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❶	ATO（総資本回転率）　売上高 ÷ 総資産
❷	ROS（売上高営業利益率）　営業利益 ÷ 売上高
❸	ROA（総資産営業利益率）　営業利益 ÷ 総資産 = ATO × ROS
❹	自己資本比率　自己資本 ÷ 総資産
❺	ROE（自己資本当期純利益率）
	 当期純利益 ÷ 自己資本 = ROA（税引き後調整） × 財務レバレッジ（　　　　　　 ）

財 務 戦 略・担 当 役 員メッセ ー ジ

■ ５つの指標 〈あるべきプロポーションを示す５つの指標〉

損益計算書 貸借対照表

売上高

税引き前利益

税引き後利益

資産

負債

資本

ベストプラクティス（❶～❸）

バランス（❸～❺）

1 ATO 1.0回以上

5  ROE 10％確保

2 ROS
10％以上

3 ROA　
10％以上

4 自己資本
比率

１
自己資本比率

足元の状況と課題認識

　当社の2025年3月期における業績は、香辛・調味加工食品

事業が牽引し、売上高・営業利益・経常利益が前期より増加

しました。一方、親会社株主に帰属する当期純利益は2024年

3月期に計上した退職給付制度改定益の反動や米国キース

トーンナチュラルホールディングス社ののれんに関する減損

損失の影響で減益となりました。香辛・調味加工食品事業に

おいては、物価や原材料価格の上昇に対し、コストダウンの

取組を継続して進めながら、新たな切り口の製品投入や一部

業務用スパイス製品の価格改定等を実施しました。

　原材料価格の上昇は現在も続いており、2026年3月期にお

いても価格改定の実施に踏み切る決断をしました。今後に向

けては、原材料価格の上昇に対してどのように立ち向かってい

くのか、成熟市場である日本のマーケットにおいて、また、グ

ループ全体の事業展開を踏まえれば、成長を求める海外市場

においてどのように戦っていくのかという課題があります。各

バリューチェーン（以下、VC）ごとに、タテのつながりを強め、

事業をより強固なものにするとともに、ヨコの広がりにより事

業成長の可能性を高めていけるよう様々な打ち手を展開して

います。

　米国事業については、2025年3月期にKNH社ののれんに

関する減損損失を計上しましたが、大豆系VCの成長に向けて

足元の施策を検証するとともに、今後の成長に向けて、グルー

プ本社が直接関与して立て直しに取り組んでいます。

ROICマネジメントと資本収益性の追求

　当社グループは、グループ理念として「食を通じて人とつな

がり、笑顔ある暮らしを共につくるグッドパートナーをめざし

ます。」を掲げています。すべてのステークホルダーのグッド

パートナーとして成長していくため、「５つの経営指標」（ATO、

ROS、ROA、自己資本比率、ROE）を設け、あるべきプロポー

ROICを用いた分析を通じて
グループ全体で変革に取り組み、
資本収益性の向上を 
追求していきます
代表取締役専務
管理本部長 兼 秘書部担当

大澤 善行
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ションをめざすことを方針としています。ただ、これまでの実際

の取組を振り返ると、PL（損益計算書）を中心とした見方のな

かで、トップラインの向上や製品別の損益管理に注力し、BS

（貸借対照表）に関する議論や取組が不足していました。

　このような認識に対して、「５つの経営指標」においてベスト

プラクティスをめざす上部３つのATO、ROS、ROAをあるべ

き姿に近づけていくとともに、資本コストを意識した経営を進

めるために投資収益性の向上を図るべく、ROAと資本コスト

を比較できる新たな経営指標としてROIC（投下資本利益率）

を第八次中期計画（以下、八次中計）より導入しました。

　ROICの改善に向けては、本業の資本収益性を測る「事業

ROIC」と、投下資本に占める事業性資本の割合を測る「事業

性資本割合」に分解し、「事業ROIC」の改善については、既存

設備および新規投資の投資収益性向上に向けた取組を進め、

第九次中期計画（以下、九次中計）での向上を確かなものとし

ていきます。

　既存設備においては、設備ROICと称して「限界利益率」「稼

働率」「設備効率」の３要素に分解し、各製品の製造ライン別に

収益性や採算性を見つめ直すことで、各製造ラインの特徴や課

題を把握することができ、投資収益性の課題はコア事業にある

とあらためて認識しました。これまでの当社グループにおける設

備投資の考え方は、積み重ねた経験・ノウハウに基づいたルウ

製品中心の発想となりがちで、カテゴリーによって限界利益率

や適正な稼働率も異なることからルウ以外の製品に対して従来

の発想での投資では、投資収益性に課題が生じてしまいます。

設備ROICの３要素の分解により課題を明らかにすることで、

部門ごとのミッションが日々の仕事で明確になり、様々なポジ

ションのメンバーに対して、PLとBSを結びつけた理解および行

動変革を促進していきます。具体的には、限界利益率について

は主に研究部門と生産部門が改善に取り組み、稼働率は製品

開発部門やマーケティング部門、販売部門が着実に施策を打つ

ことによって向上を図り、設備効率は技術部門、生産部門が投

資生産性の向上に取り組むなど役割を明確にし、さらにその役

割を連動させて設備ROICを向上させていきます。

　加えて、新規投資においては投資判断基準を見直し、ハー

ドルレートを引き上げることで、投資に対する厳格な判断、意

思決定につなげていきます。これまでM&Aなどの事業投資を

対象に評価・モニタリングを行っていた投資委員会において、

2026年3月期以降は重要な設備投資に対しても評価・検証を

行っていくこととしました。単に投資のゴー・ストップを評価

するということだけでなく、３要素の分解からリスクと機会を

認識し、確かな投資リターンを獲得するため打ち手の検討を

高度化させていきます。

　一方、「事業性資本割合」については、政策保有株式の縮

減、固定資産の売却の推進、株主還元により、2027年3月期

に90.0%以上とすることをめざします。政策保有株式につい

ては、八次中計期間中に150億円の縮減を計画しており、着

実に進めています。

　ROICマネジメントを導入するにあたっては、社員の理解を

深めるべく、社員向け決算説明会などの機会を通じて、経営

トップからもROIC導入の意義や考え方を積極的に説明してい

ます。グループ内のある部門では、会計部門と連携してROIC

マネジメントに関する学習を実施するなど自発的な取組も始

まっており、社員の意識にも変化が見られ、考え方が浸透して

いることを実感しています。今後、VC構想を発展させていくな

かでROICマネジメントを定着させ、川上・川中・川下それぞれ

の事業特性に合った形で投資収益性を追求してまいります。

財務戦略・担当役員メッセージ

■ 第八次・第九次中期計画連結数値目標
■連結目標 25.3期 八次中計（27.3 期） 九次中計（30.3 期）

実績 目標 対七次中計 目標 対八次中計

売上高 3,154億円 3,600億円 +604億円 4,500億円 +900億円

営業利益 200億円 270億円 +75億円 400億円 +130億円

■経営指標 25.3期 八次中計（27.3 期） 九次中計（30.3 期）
あるべき姿

実績 目標 対七次中計 目標 対八次中計

ROIC 4.5％ 6.0％以上 — 8.0％以上 — —
ATO （総資本回転率） 0.73回 0.83回 +0.11回 0.96回 +0.13回 1.0回以上

ROS （売上高営業利益率） 6.3％ 7.5％ +1.0pt 8.9％ +1.4pt 10％以上

EBITDAマージン 10.8％ 11.4％ +0.4pt 12.7％ +1.3pt —
ROA （総資産営業利益率） 4.6％ 6.2％ +1.5pt 8.6％ +2.4pt 10％以上

ROE （自己資本当期純利益率） 4.3％ 7.0％ +0.8pt — — 10％確保
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グローバルなVC構築に向けた 
成長投資と株主還元

　八次中計では、成長分野への積極的な投資を進め、九次中

計以降にそのリターンを獲得していく計画です。グローバルな

VC構築に向けて、スパイス系VCの生産最適化、大豆系VCの

成長投資、グローバル成長を加速させるM&Aなどに向けて、

成長戦略・事業投資500億円、基盤強化投資（DX・環境を含

む）200億円を計画しています。

　2025年3月期においては、外食産業におけるニーズの多様

化と人手不足を背景に、業務用レトルト食品の需要が拡大し

ていることから、2026年の稼働に向けて、多品種変量生産が

可能な生産設備を導入した業務用レトルト食品の新工場であ

るハウス食品グループ東北工場の建設を進めるとともに、国

内スパイス包装拠点の再編などを進め、150億円の投資を実

行しました。

　そして、2026年3月期においては、ハウス食品グループ東北

工場建設のほか、インドネシアにおける新工場の建設などに、

232億円の投資を計画しています。インドネシアの新工場で

は、家庭用および業務用ハラル認証を取得したカレールウ製

品の生産を2027年に開始する予定です。先進小売業だけで

なく、現地の伝統小売り（トラディショナルトレード）でも購入

いただけるように、従来型のルウではなく個包装の製品の展

開を進めています。また、製造した製品はインドネシア国内だ

けでなく、世界のハラル市場にも販売を広げていき、売上高

100億円規模の事業創出をめざします。

　株主還元については、2025年３月期より新たに①総還元性

向40%以上、②安定配当として年間配当金額46円以上の継

続的配当を方針とし、八次中計期間においては、政策保有株

式の縮減を原資とした自己株式取得を進めることから、総還

元性向50%以上をめざしています。この方針に基づき、2025

年３月期の１株当たり年間配当金は前期より１円増配の48円

財務戦略・担当役員メッセージ

としました。加えて、自己株式の取得については、八次中計期

間に150億円を計画していましたが、2025年３月期に60億円

を実施し、2026年３月期には100億円を予定しており、前倒

しで実行しています。

企業価値向上に向けた 
ステークホルダーの皆様とのコミュニケーション

　当社のPBRは2025年3月期現在1.0倍を下回っており、課

題として認識しています。PERは21倍程度で推移し、一方、

ROEは2025年3月期において4.3%、過去5年平均においても

5%を下回っていることから、ROEの改善が不可欠です。まず、

当社が認識している資本コスト6.0%を超える水準に引き上げ

ることが急務であり、そのためには、新たな指標として取り組

んでいるROICを高めるための取組に注力し、結果を出してい

くことによって、マーケットからのご評価をいただけるように

取り組んでいきます。

　また、当社の成長戦略をステークホルダーの皆様にご理解、

ご期待いただけるように、IR部門と連携し、八次中計でめざし

ていることや取り組んでいること、進捗状況をよりわかりやす

くご説明し、当社の企業価値向上につながるようにしていかな

ければならないと強い認識を持っています。

　株主総会やスモールミーティング、ラージミーティングにお

ける当社トップの姿勢のとおり、株主・投資家の皆様とは丁

寧に、実直にコミュニケーション、意思疎通を図っています。

皆様からいただく様々なご意見に真摯に耳を傾けながら、ど

のようなところを改善すべきなのか、さらにご理解いただくた

めにはどのような説明が必要なのか、弛まぬ改善を進めてま

いります。

投資

株主還元

【成長投資】
・業務用レトルト食品新工場（東北工場）建設
・国内スパイス包装拠点再編 等

25.3期実績

【成長投資】
・東北工場建設
・インドネシアでのカレールウ工場建設 等

【基盤強化投資】
・香辛・調味加工食品事業 販売物流システム再構築 等

26.3期計画

【配当】 1株あたり48円
【自己株式取得】 60億円取得

【配当】 1株あたり48円を計画
【自己株式取得】 2025年5月8日決議
・取得総額：100億円（上限）

設備投資150億円 設備投資232億円

総還元性向84.4%
（KNH 社減損除く63.7％）
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財 務 資 本 政 策
第八次中期計画では、資本コスト（当社方針6.0％）や株価を意識した経営を推進するべく、ROICマネジメント導入、資源配分の明確化、
株主の皆様との価値共有を高める仕掛けに取り組んでいます。

■ 第八次中期計画資源配分（壱番屋を除く）
キャッシュイン キャッシュアウト 考え方・内訳

成長投資
事業投資
500億円

基盤強化投資
※DX・環境含む

200億円

投資
700億円

株主還元
300億円

配当
（1株46円以上）

自己株式
150億円

営業 CF
650億円

外部資金調達
200億円

資産縮減
150億円

投資

〈資本コスト6.0％を上回るリターン創出〉
・スパイス系 VC の生産最適化
・大豆系 VC の成長投資
・グローバル成長を加速させるM&A

資産縮減・
資金調達

〈資産縮減・財務効率の向上〉
・政策保有株式縮減目標150億円
・有利子負債による外部資金調達

（サステナブルファイナンス活用）

適正資金
残高

〈適正資金水準設定：月商2カ月〉
・余剰資金を成長投資へ重点投下

株主還元

〈利益還元方針〉
・総還元性向40％以上
・1株当たり46円以上を安定配当
・資産縮減を原資に自己株式取得150億円

ROICマネジメント導入
　あるべきプロポーションの実現に向けてこれまで以上にBS（貸借対照表）志向の取組を強化してい
くことや、資本コストをより意識した経営を推進していくためにROICマネジメントを導入しています。

　八次中計は成長分野への投資継続のため、事業ROIC改善は限定的も非事業性資本の縮減をより
推進することで事業性資本割合を大きく改善させ、ROIC（全社）の向上をめざします。
　九次中計は成長分野への投資が一巡し、投資から生み出される本業の資本収益性（事業ROIC）向
上によりROIC（全社）のさらなる向上を図ります。

■ 当社グループのROIC定義

資源配分の明確化
　八次中計では、営業キャッシュ・フローに加えて新たな資金調達方法を活用し、バリューチェーン

（VC）構築に向けて積極投資を継続するほか、資本コストを意識した経営を推進するべく、政策保
有株式の縮減など資本効率を高めるとともにその原資を株主還元に充当します。

■ 利益配分方針
① 総還元性向40%以上　 ② �安定配当として年間配当金額46円以上を継続的に配当
※�八次中計期間は、政策保有株式縮減を原資とした自己株式取得を進めることから、総還元性向50%以上をめざす

事業ROIC

本業の資本収益性向上
・事業方向性やポートフォリオ方針の検討
・投資の優先順位づけおよび妥当性検証
・�各事業単位の収益性向上（課題抽出とKPI 設定、

改善推進）

事業性資本割合

ROIC（全社）
投下資本全体に占める事業性資本の割合向上

・�非事業性資本（政策保有株式等）の縮減および株
主還元により資本効率を高める

NOPAT
投下資本

NOPAT
事業性資本

事業性資本
投下資本

配当推移

事業性資本割合

各事業会社による数値改善

財務資本政策による改善

5.8%

83.7%

5.4%事業ROIC

80.0%

6.7%

9.0%

90.0%超 90.0%超

24.3期
実績

25.3期
実績

26.3期
予想

27.3期
目標

30.3期
目標

全社ROIC 4.6% 4.5% 4.7% 6.0%以上 8.0%以上

資本コスト 6.0% 6.0%

■ ROIC推移イメージ
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